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まで幅広く応用されてきた。しかしその一方で、q 投資理論や線形 2 次形式モデルに基づく雇
用モデルの説明力の弱さなど、必ずしも十分に成功したとは言いがたい面もあった。
　凸型の費用関数による調整過程は、なめらか smooth でかつ連続的 continual な調整過程
となる特徴があるが、近年のミクロ経済研究の結果から企業レベル（ミクロデータ）におけ
る調整は非連続的 infrequent で大きく一塊的 lumpy に行われていることが明らかになって
きた。Dome and Dunne（1998）は、17 年間に及ぶ米国製造業プラントの大規模サンプルデ
ータを用い、全期間のプラント設備投資のうち約 25％がたった一年のうち行われ、半分以上
のプラントが資本調整の少なくとも 37％を一年の間に行っていることを発見した。Cooper, 
Haltiwanger and Power（1999）は、同様のデータセットを使って一塊的な投資 Lumpy 
Investment の証拠を示した上で、大きな投資の連鎖が起きた後では投資が起こる条件付き確
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る期の在庫保有量を x とする。企業は確率的な外生需要 y に接しており、各期の最後に在庫
保有を回復するために生産を行うとする。Scarf（1960）は、一回生産するごとにそれぞれ固
定的な費用がかかる場合、 Value Function の K−凸性という概念を用いて、次のような片側
（S, s）ルールが企業にとって最適な在庫調整ルールであることを証明した。
ここでΔ＝S−s である。企業は生産するごとに固定費用がかさむのを避けるために、在庫ス
トックが（s, S] の間にあるときには生産を行わず、在庫が下限 s を下回ったときだけまとめ




　このような（S, s）的調整ルールの最適性は 1960 年代以降よく知られていたにもかかわらず、
その振る舞いの複雑さゆえにマクロ経済学的分析に応用されることが少なかった。（S, s）調整
ルールのマクロ的特性を分析した初期の代表的な研究は Caplin（1985）である。Caplin（1985）
は、（S, s）調整ルールをとる主体が単純に n 個集まった経済を次のような（S, s）経済と定義し、
再帰的集合上における確率分布などの確率論的振る舞いを分析している。















The Pricing Problem、（２）引出コストが存在する場合の貨幣保有量問題 The Cash-Balance 
Problem、（３）機械設備の更新による技術更新問題 The Technology Update Problem、（４）
消費者の意志決定にコストがかかる耐久財問題 The Durable Goods Problem、（５）非凸型
の調整費用がかかる場合の資本調整問題 The Capital Stock Adjustment Problem といっ
た様々な経済問題に応用できることを指摘している。また他の文献では雇用調整問題 The 




　Caplin（1985）および Caballero and Engel（1991）はともに（S, s）経済のマクロ集計特性に




　しかし現実的な（S, s）経済において、本当に図 1 で示されるような（S, s）的動学特性がキ
ャンセル・アウトするのだろうか。その点を確認するために図 2 に示される簡単なモデルを
見てみよう。いま（S, s）=（2, 0）の（S, s）在庫調整ルールに従っている同質な企業が複数存在
するとしよう。各企業は自分の在庫がストックアウトしたときにのみ 2 単位の生産を行い、




































以下のようなものである。各主体のインデックスを i ∈ N とし、主体の集合を N=｛1, ・・・, n｝
とする。各主体 i に固有の状態変数を xi とし、状態変数ベクトルを x=（x1, ・・・, xn）とする。
状態変数ベクトルの空間 は次のように定義される。
各主体 i ∈ N は固有の値（Si, si）で特徴付けられる（S, s）調整ルールに従っているとする。この
（S, s）調整ルールのもとでの安定な状態ベクトルの空間 は次のように定義される。
ここでΔii を各主体に固有の上限 Si と下限 si の差と等しくΔii = Si−si とする。各主体は状態
変数 xi が下限 si を下回ったとき状態変数 xi をΔii だけ回復すると同時に他の主体 j の状態変
数 xj をΔij だけ減少させる。このΔij の項が、各主体に固有の（Si, si）調整ルールが局所的な安
定化の作用を通じて、（S, s）的な折りたたみの効果を他の主体へと伝播していく仕組みを明示
的に示している。
　このような一般化された（S, s）経済モデルは、次のような隣接行列 adjacency matrix ; Δ 
によって規定される重みつき有向グラフ weighted digraph をなす。
3.3　局所的安定化と大域的安定化の作用素
　状態変数ベクトル x が安定な空間 の外にあるとき、少なくとも一つの主体 i は状態変数
が（Si, si）調整ルールの下限 si を下回った状態にある。このときこの主体 i は、固有の（Si, si）調
整ルールにしたがって局所的な調整を行う。この主体 i による調整は次のような状態変数ベク
トルを別の状態変数ベクトルに写す空間 上の演算φi： →
と表せる。演算φi は主体 i の（S, s）調整ルールに基づく局所的な安定化作用素 operator であ
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る。この演算は、状態変数ベクトル x が安定な空間 の外にあり下限 si を下回る主体がいる
限り繰り返し作用し、状態変数ベクトルが x ∈ となるまで続く。






次のように定義することにする。まず x ∈ において主体 i に生じる 1 単位の外生的攪乱を、
次のような演算Υi： → として定義する。
さらに、外生的攪乱と大域的安定化の合成写像を ai =Φ・Υi と表すと、ai は安定な空間 か
ら安定な空間 に写す写像 ai： → を意味する。この演算 ai は、状態ベクトル x ∈ に
おいて、主体 i に 1 単位の外生的攪乱が生じることによって x が の外にはみ出し大域的な













　　問題 2：Φは一意の状態ベクトル x ∈ に収束するか。
　　問題 3：Φにおける m=（m1, ・・・, mn）は一意か。
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作用素Φに関する問題 1 は、一般化された（S, s）経済モデルにおける基礎的な安定性の問題で










いかもしれない。ここで問題 3 が肯定的に解決されることは、問題 2 の肯定的的解決の十分
条件になっているので、実質的には問題 3 のみを考察することにする。
　一方、外生的攪乱作用素 ai に関する問題は、次の二つの問題に分かれる。
　　問題 4：演算 ai の集合にはどのような代数構造があるか。
　　問題 5： 外生的攪乱作用素 ai をランダムにくり返し作用させたとき、定常状態において
再帰的に生成する状態ベクトルの集合 はどのようなものか。
問題 5 は、（S, s）経済の長期的な定常状態の集合に関する問題である。問題 1 が肯定的に解決
されるならば、（S, s）経済は攪乱が生じても ai によって必ず安定空間 に写される。しかし
長期的な定常状態において再帰的に生じる集合 が ＝ なのか、 ⊂ なのか、あるい











解不能行列であれば、行列Δが随伴するグラフ上の任意の主体 i と主体 j の間に経路が存在
する。仮に主体 i がΣjΔij =0 であっても、主体 i からΣjΔij >0 である主体 k への経路が存在
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する。したがって安定化作用素φによって有限時間 T<∞までには必ず主体 k の状態変数 xk 
を減少させる。仮定よりこの有限時間 T は無限回くり返されるから、主体 k の状態変数 xk は
無限に減少しつづける。これはすべての主体 i に下限 si が存在することと矛盾。（証明了） 
　また命題 1 のより強い命題として次の系がしたがう４。









命題 2 における条件は次のような意味を持つ。条件 1 は（S, s）的調整によって主体 i が状態を
回復させるよう正の調整をする条件であり、条件 2 は主体 i の（S, s）的調整によって他の主体
j が負の影響を受けるという条件である。条件 3 は他の主体 j に与える負の影響の総和が主体
i が回復する正の調整の大きさを超えないという条件であり、条件 4 は、少なくとも一つの主





命題 3　任意の x∈ に対して、演算Φ： → における m＝（m1, ・・・, mn）は一意
である。
　命題 1 と命題 3 よりΦの well-definedness は示され、次の定理がしたがう。
定理 1　グラフの隣接行列Δが条件 1 ～ 4 をみたすならば、一般化された（S, s）経済の
調整過程が有限時間内に収束し、その調整過程の演算Φは一意に表せる。
　






　次に、外生的攪乱作用素 ai の代数学的分析に移ろう。定理 1 より、1 単位の外生的攪乱が
加わったときの ai による変換は次のように「表現」できる。
ここで、外生的攪乱が 1 単位ではなく、主体 i に yi 単位ずつ y=（y1, ・・・, yn）というベクト
ルの形で生じたとしよう。このとき各外生的攪乱に応じて（S, s）的調整が生じ、演算 a1 が y1
個、 演算 a2 が y2 個、・・・演算 an が yn 個作用する。もしベクトル y の外生需要に対する複合
した乗数過程を表す演算が a1y1 a2y2・・・anyn という合成写像で表せると仮定すると、複合した調
整過程による安定化プロセスをまた一つの演算 g=a1y1 a2y2・・・anyn と表せることになる。
　ここで演算の可換性について考えよう。同じ外生的攪乱 y=（y1, ・・・, yn）に対して、演算
の順序を入れ替えた
が異なった結果をもたらすとしたら、一つの外生的攪乱ベクトル y に対して複数の演算 g, g′が
対応することになる。ai の可換性が成り立たないとすると、外生的攪乱 y の作用を一意に表
せないことになり、分析は非常に難しくなる。
　これについては、Dhar（1990）により次のような有用な命題が得られている。
　　命題 4　ai は可換である。すなわち任意の i、j について、aiaj=ajai が成り立つ。
Dhar（1990）はこの定理の証明として、局所的安定化作用素φi の可換性を用いて次のような
議論をしている。すなわち、任意の二つの局所的安定化作用素の積φi1φi2 は、それぞれ調整過
程の影響を受ける主体 j の状態変数を xj +Δi1,j +Δi2,j に変換する。しかしこれは演算の順序を
変えφi2φi1 としても xj +Δi2,j +Δi1,j であるから同等である。よって局所的安定化作用素φi は
可換であり、このことから ai の可換性も成り立つ。しかし Dhar（1990） のこの証明の議論は、
φi の可換性と ai の可換性を混同したものであり、必ずしも外生的攪乱作用素 ai の可換性を証






ル y=（y1, ・・・, yn）に対する複合的な（S, s）調整過程の全体が一つの演算 g と表すことができ
るようになる。複合的な調整過程の間に生じる各主体 i の局所的安定化作用素φi の作用回数
を m=（m~ 1, ・・・, m~ n）と定義すれば、外生的攪乱によって状態変数ベクトル x ∈ は、
となる。
4.3　ai の代数構造と のサイズ
　安定な状態変数ベクトル x ∈ の中で、任意の外生的攪乱の累積 v =y 1 +y 2 +・・・+y に
よる演算
によって再び同じ配列に戻ってくる状態ベクトルの集合
を再帰的 recurrent な集合と定義しよう。また集合 における集合 の補集合 を推移的 






いま、再帰的集合 上に働く演算 ai の集合を
と定義すると、ai が可換性を満たすことから G の次のような代数構造を示すことができる 10。
　　命題 5　G は可換群（アーベル群）をなす。
ここでさらに外生的攪乱のベクトル v の集合 Zn から G への写像 を次のように定義しよう。
ここで写像 が準同型写像であるから、準同型定理から次の命題がいえることになる 11。
　　命題 6　
G と の間の関係は、集合 G の左剰余類と状態ベクトル x∈ の G- 軌道を考察することで
とGの位数が等しいこを示すことができる。
　　　　　　　





定理 2 で得られた関係を図に表すと図 5 のようになる。
図 5：外生需要の空間 Zn と再帰的な在庫配列の集合 の関係
5　（S, s）在庫モデルへの応用
　前節で代数学的に分析した一般化された（S, s）経済モデルを、在庫モデルに応用してみよう。
各主体 i は生産を行う企業であり、状態変数 xi を在庫保有量とする。各企業は（Si,  si）で特徴
付けられる（S, s）在庫政策ルールに従っている。Δii =Si−si は 1 回の生産における生産ロット
を表し、グラフの隣接行列Δはその投入産出の関係を表している。隣接行列に課される安定
性の十分条件は以下のようになる。
条件 1’：すべての企業 i の生産量は必ず正：
条件 2’：企業 i の企業 j 商品に対する中間財需要は非負：
条件 3’：企業 i の利潤は非負：
条件 4’：経済全体の総付加価値生産は必ず正：
経済は、外生需要 y を外生的な攪乱として遷移する。（S, s）在庫政策のマクロ経済分析の先駆
である Caplin（1985）の（S, s）経済の定義は、中間投入のない粗生産額モデルでありΔij ＝ 0
のケースに相当する。
　企業 j の要素だけを取り出して、企業 j の在庫保有の遷移方程式を得ると次のようになる。
企業 j の生産と付加価値、および需要の関係を導くと
となる。これは産業連関分析における販路構成を示している。一方、当該期の間に企業 j が









　　　図6-1：中間投入 0　　　　　　図6-2：中間投入 1　　　　　　図6-3：中間投入 2



























１．Fisher and Hornstein（2000）は、サーチ理論と組み合わせることで内生的な片側（S, s）調整ルールを持




３．隣接行列Δで表されるグラフ G において経路 pass が存在するとは、Δij ≠0 である主体 i と主体 j をつな
げていくことで、二つの主体をつなぐことができることをいう。すべての主体 i, j ∈ N について経路 pass 
が存在するとき、グラフ G を強連結 strongly connected という。グラフが強連結のとき、隣接行列 Δを
分解不能という。
４．この系 1 は、産業連関分析におけるソロー条件と同等の意味の条件といえる。また、Chan（1994）は、よ
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